














































































同時に彼は、 知と文化のネットワークの拠点として、 ワルシャワの王宮を活用した。毎週各界の知識人を集めて、 当時のポーランドが抱え いた様々

























一七八七年、 国制改革のテンポを加速させる契機が外部から発生した。 ロシアがオスマン帝国と全面戦争に突入したのである。 その結果ポーランドは、














一方、憲法自体の制定作業に関しては、一七九一年になって国王 コウォンタイ、イグナツィ・ポトツキ スタニスワフ・マワホフスキ、 ツィピ




















































渉することはない。それゆえ 人身 保護と 法によって何人かに所属が確認されているあらゆる所有権とを 社会の真 絆として、公民 自由の瞳として尊重し、保障 、容認する。くわえてそれら 権利は、子々孫々の代にわたって尊重され保障され侵害され 認める。我々はシュラフタを、自由と本憲法の第一の擁護者として認める。個々 シュ フタ 美徳と公民権と とは 神聖にして しては らない。祖国 我々 自由唯一の砦 、 を神聖に敬 、不屈に守 は 各々 シュラフタの美徳 公民権 名誉に委ねられる。
 第三条 　都市と都市民現在の議会で定められた『共和国諸邦における王国自由都市（王領都市法） 』は完全に維持されるとともに、その法がこの憲法の一部であることを
宣言する。同時にこの法は ポーランドの自由なシュラフタ とって、彼らの自由と共通の祖国 安全とを保障する法で り、新しい真の効果的 力を与える法であることを宣言する。
 第四条 　農民彼らのもとから国富の最大 源泉が生み出され、国民の中で最も人口が多いがゆえに国のもっとも活発な力 農民は、正義や人道やキリスト教
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の義務だけでなく、我々自身の利益という観点からもよき配慮がなされ、法と国内統治権力の保護下に置かれなくてはならない。それゆえ以後は、土地相続者がその領地の農民に対して実際に行 何ら の自由や許可や契約は それらが集団の契約であっても、個々の村の各々の住民との契約であっても、共通かつ相互の義務となる。それらの許可や契約に含まれる実際の条件の意味や記述に従って、農民は国の統治権力の保護下に置かれる。土地所有者によって自発的に受け入れられた ような関係とそれに発す 義務は、土地所有者自身だけでなくその継承者や土地所有権獲得者によっても同様に結ばれなく はならず、彼らが勝手に変更することは許さ ない。反対に、自由意思での契約の場合でも許可を受けた場合でも、一定 土地を保有する農民は、それに付随する義務を排除することはできない。 の契約に規定された方法と条件のもとで み 永代あるいは一定 期間その義務を厳守しなくてはなら い。このような方法で、農民がもたらすあらゆる利得が土地相続者に帰属することを彼らに保障すると同時に、もっとも効果的に国内人口を増大させることを願って、新たに入植 者だけ く一度は祖国を去ったが今また帰国を望む者に対して、完全な自由を告知する。それだけでなく、どこかの国から 和国 諸邦に新たに移住したり帰国したりす 者 は、ポーランドの地に足を踏み入れたその時から、どこでも、どのような形 も自分の才能を用いることができ 土 所有や労働地代や金納地代に関してどのような形でもどんな期間でも契約する自由を認める。都市でも農村でも居住することは自由であり、 由意思 自分 受け入れた義務さえ果たせば、ポーランドに居住するこ も、望む国に戻るこ も自由である。
 第五条 　政治体制、もしくは公共諸権力の定義人間社会のあらゆる権力は国民の意思に端を発している。国家の統一や公民の自由や社会の秩序を、常に等しい比重で永遠に保つためには、ポーラ
ンド国民の政治体制を三つの権力が構成せねばならない。そして、この法の意思によって永遠に構成されるこ になるのは、以下 権力、 なわち召集された諸身分に存する立法権、国王と「法の番 」 中 ある最高執行権、 してこ 目的の めに設けられてい あるいは新た 設けられる予定の裁判所の中にある司法権である。
 第六条 　議会、もしくは立法権議会、もしくは召集された諸身分は、二つの院で構成される。代議院と、国王を議長とする元老院である。代議院は国民が全権であることの化身かつ統合体として、 立法の聖域となる。それゆえ、 べての議案はまず代議院で決議される。 （一）議会制定法、










二票目を用いて自身で決断を下すか、自分の見解を元老院に送付する。元老院の任務は、 （一）各々の法は、代議院での正式な審議ののち直ちに元老院に送られ、法に記された多数決の形態によって 採択されるかあるいは、さらなる国民 審議に委ねられる めに留保されなくてはならない。採択された場合には 効力と神聖性が与えられるが 留保 した場合は、次回の通常議会に先送りされる権限 みが残され 。そして次回の通常議会において再び 意が得られれば、元老院 留保し 法は採択されなくてはならない （二）上 挙げたような問題における議会の個々の決議 、代議院が多数決決議の後 即刻元老院に送付することが義務付けられているが、法に則った両院合同 多数決が諸身分の決定や意思 な「法の番人」においても、委員会においても、元老院議員や大臣は、自らの職務を遂行する目的をもっており、議会においては決定権を持たず、議会の要望に応じて説明をするためだけ 元老院に席を占めているにすぎない議会は立法面でも、通常手続き上でも常に開催可能となる。議会は二年ごとに開催され、 『議会法』の規定に従って継続する。しかし、突然の必要
に応じて召集された議会は、召集目的となった議題のみを 議したり、召集後に偶然生じ 必要事項を決議したりする準備 できていなくて ない。通常議会で制定されたいかなる法も、この議会 おいてこれ 廃止 ること できな 。議会 代議院 元老院いずれも、下位の法で規 された定員によって構成される。
今度の議会で制定された『地方議会法』は、公民の自由のもっとも基本的な原則として厳かに尊重されなくてはならない。しかし立法は、すべての者によって遂行されることは不可能であるので、国民はその点に関して 表者、す わち自由意思で選ばれた国民自身の代
議員に託する。それゆえ、地方議会で選ばれた代議員 ちは本憲法に則って 立法におい も国民全体の必要においても 全国民の代表として国民全体の信頼を構成する要素とみなされるべきであることを定めたい。
すべての法案はどこでも、多数決によって決せられなくて ならない。それゆえ、リベルム・ヴェトやあらゆる連盟や連盟形態の議会は、本憲法の
精神に抵触し、統治を転覆し、社会を破壊す もの り、今後永遠 廃止する。
また一つには、国民憲法の衝動的で頻繁な改正を防ぐために 他方では公共の福利 関する憲法の効果を体験した後で それをさらに良くする必








宣戦・講和を行ったり最終的に いかなる条約や外交文書を締結する権限は与えられていない。ただし暫定的 外国と交渉を行い 一時的かつ臨時に生じた国内の安全と平和のための必要を解決するこ は許され が それらについ は最も近い将来 議会で報告がなされなくてはならない。
ポーランド王位は、常に家系を選出する形態が望ましく、そのように定める。周知の一時的に秩序を転覆させた空位期による混乱、ポーランド各地






王位に指名され ことになる現ザクセ 選帝侯と 間に交わされ、以前と同じよう 拘束力を持つことにな 。
国王の身体は神聖であり、あらゆるものから身の安全を保障される。自らは自分を通して何も行わず 民に何ら責任を負うことはできない。専制









命も国王の権限であるが、国民の意思によって自由に変更できる。以下に記載する法の規定に従って将校の資格を授与し、官吏を任命 こと、この規定に基づいて司教や元老院議員を任命し、執行権第一の官吏たる諸大臣を任命することも国王の義務である。「法の番人」すなわち国王評議会は、法の監督と保全、執行のために国王の脇に加えられるものであり、以下の者で構成される。 （一）ポーランドの聖職者の頭ならびに教育委員会総裁たる首座大司教。ただし、 序列第一位の司教によって代行も可とする。彼らは決議に署名することはできない。 （二）五名の大臣。す わち警察大臣、印璽大臣 軍事 臣、財務大臣、外務印璽大臣。 （三）二名の秘書官。うち一人は「番人」の議事録を、もう一人は外交の議事録を保管する。この二人はともに決 の投票権はない。王位継承者は幼少時から憲法に誓いをたて、すべての「番人」の会議に発言権は持たずに臨席することができる。二年ごとに選出される議会の議長は、 「番人」の決定に関与する権限はないが、常設議会を招集するためだけに「番人」の会議に加わる。常設議会
を必ず召集するということが要求され、議長がその実際の必要を認めたにもかかわらず、国王がそ 招集 禁じた場合には、議長は代議員と元老院議員に対して常設議会開催を呼び掛け、開催の理由を明記した回覧状 発しなくてはならない。ただし、常設議会を必ず招集す のは以下の場合に限られる。 （一）国民の権利に脅威を与えるような突然の必要が生じた場合、とくに近隣での戦争の場合。 （二）国が革 脅威 晒され、諸官庁の間に争いが生じたような内乱の場合。 （三）全国的な飢饉 危険 らかな場合。 （四）国王の死去や危篤によって祖国に頭が欠けた場合。 「番人」 あらゆる決定は上記の構成員によって行われる。法の遂行のための意志が一つにまとまることを重んじて、国王 決定は あらゆる意見を聴取した後に 優先されなくてはならない。それゆえ、そ ぞれの「番人」の決定は、国王の名のもとに彼の署名を添え 発せられる かしこの決定には、 「番人」に籍を置く大臣の一人 署名も添えられていなくてはならない。こ ような署名を経 決定は りわけ、この法律から明ら に除外さ ていない問題と何らかの関係をもつ委員会や執行官庁を従える拘束力 持つとともに、それら 機関 よって履行されなくてはならない。 「番人」に出席してい大臣のいずれもが決定に署名することを望まない場合には、国王はそ 決定を撤回しなくてはならない。しかしもし がその決定 固執する時には、議会 議長は国王に対し 常設議会招集を懇請 国王がそ 招集を早急 行わ い場合 は 議会 議長がそれを行わなくて ならない。
あらゆる大臣の任命権とともに、大臣のうち個々の行政分野ごとに一名を国王自身の会議、すなわち「番人」に招集することも国王の権限である。

















る。 （一）国王が幼少の場合。 （二）長期的な精神錯乱による権力遂行不能の場合。 （三）国王が戦争で捕虜になった場合。幼少期とは一八歳を過ぎるまでの年齢を指す。長期的な精神錯乱による権力遂行不能は、常設議会の両院合同 採決で四分の三以上の賛成を得た場合のみに適用される。以上の三つの場合には、ポーランド王国首座大司教は、すぐさま議会を招集しなければならない。もし首座大司教 この義務を怠った場合 は、議会の議長が代議員と元老院議員に回覧状を発する。続いて常設議会は、摂政政府の大臣たちの会議の席順を決め、国王の代行としての王妃に国王の義務を認める。ただし第一の場合で 幼少の国王が成年に達した場合、第二の場合で精神錯乱が癒えて完全に健康状態になった場合、第三 場合で戦時捕虜から帰還した場合には、摂政政府は国王にそれまでの活動報告を手渡す。摂政 府は「法の番人」に関して規定された と同じく 通常議会ごとに自己の身体と財産をもって、自らが活動した時期の責任を国民に負う。
 第一〇条 　国王の子供たちの教育憲法が王位継承者と定めている国王の息子たちは祖国第一の子供 ちであり、それゆえ両親の教育の権利を侵害しない範囲で彼らによき教育を施す
ことは、国民の任務である。国王の統治期には、国王自身が「番人」と諸身分が任命した王子教育のための監督者と共に彼らの教育に携わることになる。摂政政府の統治期には、この同じ「番人」が上記の監督者と共に彼ら 教育を託されることになる。いずれ 場合にも、諸身分から任命され 監督者は、通常議会 たびに王子たち 教育や振る舞いについて報告しなくてはならな 。彼らの教育 中に単一 規範を植 付け、将来の王位継承者の精神に早い段階で宗教へ 愛、美徳、祖 と自由へ 愛情 の憲法へ 愛情 植え付けるために、国王の息子 ち 学問、教育 教養に関するカリキュラムを出し、議会の承認を得るこ は、 民教育委員会 義務である
 第一一条 　国民防衛力国民は自分自身が侵略からの守り手であり、自分の領土を守ることを義務付けられる。それゆえすべての公民は 領土と国民の自由の擁護者である。















次に憲法の構成であるが、 前文と一一条から成っている。 内容的には、 宗教・各身分の規定に関する部分 （一
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が保障されるだけでなく、「数世紀にわたってシュラフタに与えられてきた人身保護、個人的自由の権利、土地や動産の所有権も神聖で不可侵なものとして保持したい」と記され、有産者シュラフタの人身の自由、所有権不可侵までもが保障され ことになった（第二条） 。ただし、 こうした身分制保持の大枠の中ではあるが、 付属 記述の中で若干の再編への姿勢がみられた。一つは同年四月に制定された 『地方議会 』





















うえであるが、 「それゆえ、あらゆる人々に対して、いかなる信条 もつ者 も信仰上の平和と統治機関 義務付けられ 」と記し 第一条の信仰の自由の規定 とりわけ数世紀にわたってシュラフタ 与えられてき 人身保護、個人的自由 権利、土地や動産の所有権も神聖で不可侵なものとして保持したい」という第二条の有産者へ 人権保障などの規定か は、限定された形ながら人権 認めようとする姿勢が窺え こうした人権への位置づけは、国民全体を対象 し もの もと りなく、公民としての権利をもつシュラフタ身分を引き付けるために規定されたものといえる。こうした規定も、当時の「共和国」社会の状況 根差した現実的なもの あった。
 （二）国制に関する条文の特徴本憲法において大半を占めているのが国制に関する記述である。とりわけ、国制の支柱となる立法、執行（行政） 、司法権の三権の記述が大きなウエイトを占めている。三権が分立した状態で国制を担うという権
力分立の観念は、モンテスキューを初めとして、啓蒙主義時代 欧米 影響が強いといえる。 し、注意すべきは、ここでの権力 立は完全 三権分立ではないことである。そもそも「共和国」においては 一六世紀の『ヘンルィク諸条項』以来、国王とシュラフタの契約統治 観念が定着 てい
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た。こうした近世以来の「共和国」の伝統を保持するかのように、この憲法においても議会を中心とする立法権の優位が保障されている。また、議会に関しては、 「代議院は国民が全権であることの化身かつ統合体として、立法の聖域となる」と記されてい ように、とりわけ元老院に対する代議院の優越が目立つ。代議院には、近世以来のポーランドの伝統に従って、立法機能（政治法、民法、刑法、常設税）と国事機能（宣戦・講和、予算決定、臨時税）が与えられることになった。加えて代議院の先議、あるいは元老院が拒否した場合も「次回の通常議会に先送りされる権限しか残らない」という規定が示すように、次回の通常議会におい 再び合意が得られれば、 留保 は採択されなくてはならないことが定められた。
また代議院を中心とする議会は、 「立法面でも、通常手続き上でも常に開催可能となる。議会は二年ごとに開催される」とその常設性が強調され、
議会の処理能力の増大 はか た。そして、最大の変化は、 「すべて 法案はどこでも、多数決によって決せられなくてはならない。それゆえ、リベルム・ヴェトやあらゆる連盟や連盟形態 議会 本憲法の精神に抵触し 統治を転覆し 社会を破壊する のであり、今後永遠に廃止する」 リベルム・ヴェト廃止を明記し、機能面での大幅な拡大が図られた点である。
また、地方議会によって各選挙区から選出された代議員の位置づけに関しては、それまでの「共和国」の諸問題を考慮して、 「地方議会で選ばれた
代議員たちは本憲法に則って、立法においても国民全体 必要においても、全国民 代表として国民全 の信頼 構成 要素とみ されるべきである」として、指示書の拘束力を明確に否定した点である それまでの「共和国」 は、この文書が代議員 議会での発言を強く拘束していた。その点からみる 、それまでの「共和国」は直接民主制的であり 地方主義的でもあっ 。しかし本憲法では、 と ての一体性の前 、各地域個々の主張を制限す いう方向性が明確 示された。これは、直接民主制的性格の後退を意味するも でもある 反面で「共和国」が国民国家 統合しようとする第一歩として注目に値する規定といえよう。
次に、最も記述が詳細な執行機関に関する部分を見てみよう。第七章冒頭では、 「これまでの経験が指し示すよう 、統治府のこの部分を無視した






ちにポーランドの王位が与えられる。君臨する国王 長男が父の死後 王位を継承すべきである しか 、現在のザクセン選帝侯が男子を残さない場
大正大學研究紀要 　第九五輯
一六







関しては委員が任期制で有給職であり、公職経験者が望まれていることである また、地方議会区と一致する七二 行政地域に設置され 民事軍事秩序委員会は、 「番人」や委員会の行政方針を各地方で実行する機関 の役割が託され 。こうし 委員を中核に据えた四つ 委員会と民事軍 秩序委員会の連携 、 「共和国」ではそれまでみられなかった 番人」を中核とする稠密な行政ネットワークを産み出す構想 もとに編み出されたものといえよう。
次に司法機関（第八条）であるが、 「地域に密着した法廷」という言葉が示すように、以前よりも細かい裁判機構ネットワークが構築された。また
法廷が常設とされたことで、審理能力の向上も図られた しかし法廷の種類は改革前 大差なく、原則として身分・階層別であった。 だし シュラフタ以外の者でも農村に土地を所有する者は地主法廷に組み入 ら 、都市法廷には都市 居住 すべての公民が加えら た 身分制再編の一環である。一方、農民に関しては、王領地農民 公的 委ねら が 私領地農民 領主法廷の支配のもとに置かれ続けるこ な
最後に軍事力（第一一条）に しての記述は、三権に関するそれに比べ とかなり短い。ここでは、 「軍隊は国民の総力に由来する防衛軍、正規軍」
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（（（）「一七九一年フランス憲法」 （石井三記訳） 、河野建二編『資料フランス革命』岩波書店、一九八九年、一五三頁。（（（）『地方議会法』第四条第 項、前掲拙稿『近世ポーランド「共和国」の再建』 、一七三
―
一八五頁。
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